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OCCTO が電力供給計画を公表 

2031 年度に石炭 32％を占める見通し 

2022 年 4 月 28 日 
特定非営利活動法人気候ネットワーク

2022 年 3 月付で、電力広域的運営推進機関（OCCTO）が「2022 年度供給計画の取りまとめ」

を公表しました。これは 1,768 の電気事業者が提出した供給計画を OCCTO が取りまとめたもの

で、2031 年度までの電力需給の見通しが示されるものです。このとりまとめからは、日本の石炭火

力は今後 10 年、ほぼ現状のまま維持され続け、1.5℃目標はおろか、エネルギー基本計画に定

められた 2030 年の電源構成（エネルギーミックス）、「非効率石炭火力のフェードアウト」という日本

の政策にも全く整合しない方向に進んでいることが明らかになりました。

※日本の第 6 次エネルギー基本計画に定められた 2030 年度のエネルギーミックスは、石炭

19％、LNG 20％、石油 2％、原発 20〜22％、再エネ 36～38％。

2031 年度のエネルギーミックスで石炭の占める割合は 32% 
今回公表された「2022 年度供給計画の取りまとめ」によると、2031 年度のエネルギーミックス

は、石炭 32%、LNG 30%、石油 2%、原子力 6%、再エネ 29%（一般水力＋揚水力= 10%、風

力＋太陽光＋地熱＋バイオマス＋廃棄物= 19%）となります。前年度の計画「2021 年度供給計画

の取りまとめ」における 2030 年度の石炭割合は 34％だったので、31 年度に石炭火力の割合が

下がるものの、依然として最も大きな割合を占めています。

産業革命前と比べ温度上昇を 1.5℃以内に抑える 2050 年温室効果ガス排出ゼロのためには、

遅くとも 2030 年までの石炭火力の全廃が不可欠です。電気事業者の計画はその目標に逆行して

います。それどころか、日本のエネルギー基本計画と比べても大幅に石炭依存度が高くなっている

ことがわかります。

https://www.occto.or.jp/kyoukei/torimatome/files/220331_kyokei_torimatome.pdf
https://www.meti.go.jp/press/2021/10/20211022005/20211022005-1.pdf
https://www.occto.or.jp/kyoukei/torimatome/files/210331_kyokei_torimatome.pdf
https://www.occto.or.jp/kyoukei/torimatome/files/210331_kyokei_torimatome.pdf
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図：送電端電力量の推移と見通し 

電力広域的運営推進機関（OCCTO）「2022 年度供給計画の取りまとめ」より気候ネットワーク作成 
 
石炭・LNG ともに設備容量が増加、石油は減少 

2021 年度からの 10 年間では、全体の設備容量は増加する見通しです。電源別に見ると水力

と原子力は横ばいで、水力以外の再エネは約 3,959 万 kW の増加が見込まれます。火力は全体

で見ると設備容量が 120 万 kW 減少しますが、内訳では石油の 1,014 万 kW の減少分が大き

く、石炭と LNG の設備容量はそれぞれ 397 万 kW と 497 万 kW 増加することが示されました。

前年度公表された計画（2020~2030 年の設備容量の増減は石炭 688 万 kW、LNG -63 万

kW、石油 -178 万 kW）と比較すると、石油の設備容量の減少傾向が強まっていることがわかる一

方で、LNG は増加に転じています。石炭重視の姿勢は維持したまま、LNG の設備容量も増加し

ていく見込みです。 
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図：設備容量（全国合計） 

電力広域的運営推進機関（OCCTO）「2022 年度供給計画の取りまとめ」より気候ネットワーク作成 
 
新設・廃止計画からは事業者の石炭依存方針に変化は見られず 
前年度の「2021 年度供給計画の取りまとめ」と比較すると、今回の 2031 年度までの火力発電

の新設・廃止計画では新たに 1 地点の石炭火力の新設計画が加わっており、また廃止計画は 3
地点だったものが 2 地点になっています。石炭の新設分が廃止の出力を上回る傾向は前回（新設 
441.3 万 kW、廃止 -51.8 万 kW）よりも増大しています。同じ傾向は LNG でもみられ、新設の出

力が前年度と比べ横ばいであるのに対し、廃止は減っています。一方、石油に関しては前年度で

も減少傾向にありましたが、今回の計画では更に大きく廃止が上回っています。そもそも政府は石

炭火力に関しては「非効率石炭火力のフェードアウト」を打ち出していますが、2031 年までに石炭

火力廃止がわずかに二か所というのでは、政府方針で打ち出している方向にすら向かっていない

のです。 
 

表：2031 年度末までの火力発電の新設・廃止計画 

 
電力広域的運営推進機関（OCCTO）「2022 年度供給計画の取りまとめ」より気候ネットワーク作成 
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石炭火力の設備利用率は約 7 割を維持 
電源別の設備利用率は、火力に関しては前年度公表された供給計画と同様の傾向で、石炭が

約 65%でほぼ横ばいであるのに対し、LNG は 2021 年度から 2031 年度にかけて 47%から

37.6%と減少する見通しです。LNG よりも石炭を優先する方針に変わりがないことが伺えます。 
 

 

図：電源別設備利用率 
電力広域的運営推進機関（OCCTO）「2022 年度供給計画の取りまとめ」より気候ネットワーク作成 
 
原子力は前年度公表された供給計画では 2020~2030 年度にかけての設備利用率が 13.1%

から 11.2%程度に留まっていましたが、今回発表された 2021~2031 年度の設備利用率では、

23.3%から 19.0%といずれの年度でも高い水準が計画されています。また、前年度の計画では地

熱・バイオマスの設備利用率は 10 年間で 10%以上の伸びが見込まれていましたが、今回の計画

ではどちらも 10 年かけてもあまり大きく上昇していませんでした。 
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お問い合わせ：特定非営利活動法人 気候ネットワーク（https://www.kikonet.org） 
【東京事務所】〒102-0093 東京都千代田区平河町 2 丁目 12 番 2 号 藤森ビル 6B 

TEL: 03-3263-9210、FAX：03-3263-9463、E-mail：tokyo@kikonet.org 
【京都事務所】〒604-8124 京都府京都市中京区帯屋町 574 番地高倉ビル 305 

TEL: 075-254-1011、FAX：075-254-1012、E-mail：kyoto@kikonet.org 

 

参考：電源別設備利用率（2021 年度供給計画取りまとめ時点での推定） 
電力広域的運営推進機関（OCCTO）「2021 年度供給計画の取りまとめ」より気候ネットワーク作成 

 
最後に 

今回の供給計画で示されたような形で今後の電源構成が続けば、エネルギー基本計画の電源

構成を火力発電が大幅に上回り、ひいては温室効果ガスの削減目標も達成できないでしょう。

OCCTO は前年度の取りまとめの中で、高止まりする石炭比率が第 5 次エネルギー基本計画で示

されたエネルギーミックスの値と乖離していることを現状の課題として挙げていました。しかし、今年

度の取りまとめでは課題としても挙げられていません。この供給計画の内容を精査し、問題を直視

していくことが不可欠でしょう。 
 
参考 
 電力広域的運営推進機関「2022 年度供給計画の取りまとめ」（2022 年 3 月)  

https://www.occto.or.jp/kyoukei/torimatome/files/220331_kyokei_torimatome.pdf

